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（二）可。ａ三○【。「ＯＰＯ閉のら８（以上第十七巻三・四号）
四
一
九
六
○
年
代
の
「
労
使
関
係
改
地
」
論
争
と
労
働
協
約
の
立
法
化
問
題
（｜）六○年代における労使紛争の激化と「労使関係改砿」論議
（
四
）
報
告
書
と
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
の
取
扱
い
（五）労働党政府の「新労使関係法案」とその挫折
（
六
）
小
括
（
以
上
本
号
）
（
二
）
保
守
党
の
政
簸
（
三
）
労
働
党
の
政
策
二
）
フ
ォ
ー
ド
紛
争
は
じ
め
に
一
九
六
○
年
代
ま
で
の
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
労
働
協
約
の
法
的
地
位
一
九
六
九
年
の
フ
ォ
ー
ド
紛
争
の
提
起
し
た
問
題
「イギリス労働協約の法的拘束力」（二）
秋
田
成
就
枕
同け
)|(|’て
決い
はる
、０
（承前）はじめに
イギリスにおける労働協約の法的取扱いの歴史について、前縞第三蔵までに一九世紀の中葉以後から第一。二次大
戦を経て一九六九年のフォード事件判決までを扱った。フォード判決は、それまでの制定法および判例法上の労働協
約の法的地位を再確認する意味をもつ里程標としての重要な地位を占めるとともに、それからの波乱に富む三○年を
経
過
し
た
今
日
の
時
点
に
お
い
て
も
、
（
そ
の
後
の
制
定
法
の
経
過
に
も
か
か
わ
ら
ず
）
な
お
、
コ
モ
ン
ロ
ー
と
し
て
の
効
力
を
持
ち
同判決は、イギリスにおける労使関係の安定が大きく川れ大幾つかの時期の一つである一九六○年代の醗物である
が、労働協約に定める紛争処理手続を裁判所による法的解決に委ねようとした使川者の訴えに対し、法的伝統に従っ
て門戸を川ざしたのである。この奴判に先立つ「労使関係改赦」論議の巾では、労働協約の法的性烙の「不川硴さ」
が弥仙関係の不安定を州いているとして制定法によって川硫化することが必要かどうかが問題となっていたが、王立
四
一
九
六
○
年
代
に
お
け
る
労
使
関
係
制
度
「
改
革
」
論
議
と
労
働
協
約
の
立
法
化
問
題
九八七六（
一九七一年ヨコロロ⑭［１巴冗の一口［一○コ⑫シＯ［と労仙協約の取扱い（以下次号）
一九七四～七六年『「且のロヨ○コ目Ｑｒ８ｏｐ『幻の一口［】○回⑫シロと労伽協約の取扱い
一九九二年『『且のロゴ一・コ目ＱＦ８○口『幻の一目○コの（○○コ⑫○二：［一・コ）シｏ［と労伽協約の取扱い
現
代
イ
ギ
リ
ス
労
使
関
係
法
に
お
け
る
労
働
協
約
の
法
的
地
位
腿
蛆
２
｢イギリス労働協約の法的拘束力」（２）
（
己
六
○
年
代
に
お
け
る
労
使
紛
争
の
激
化
と
「
労
使
関
係
改
革
」
論
議
フ
ォ
ー
ド
紛
争
も
そ
の
一
つ
で
あ
る
職
場
に
お
け
る
労
働
争
議
の
激
発
を
み
た
六
○
年
代
末
か
ら
七
○
年
代
初
め
の
時
期
は
、
節
二
次
大
戦
後
の
政
府
の
所
得
政
策
の
一
つ
で
あ
る
賃
金
凍
結
を
め
ぐ
り
、
特
に
職
場
の
労
使
関
係
が
き
わ
め
て
不
安
定
の
様
相
を
呈
し
て
い
た
。
好
況
に
よ
る
完
全
雇
用
状
態
の
下
で
組
織
拡
張
の
上
げ
潮
に
乗
る
Ｔ
Ｕ
Ｃ
は
、
労
働
党
政
府
の
所
得
政
策
を
文
持
す
る
建
前
か
ら
、
表
向
き
に
は
政
府
の
認
め
な
い
賃
上
げ
ス
ト
を
自
制
す
る
立
場
に
立
っ
て
い
た
。
し
か
し
、
職
場
で
は
、
シ
ョ
ッ
プ
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
が
中
心
となって残業拒否（。くの日日の９コ）、順法闘争（葛。『蚕ロ、‐８‐『ロ｝の）、怠業あるいは非公認スト（ｇｏ甑９口一の丘穴の）
の
形
で
雇
主
に
実
質
的
な
賃
上
げ
交
渉
を
迫
り
、
あ
る
幟
度
、
成
果
を
収
め
て
い
た
。
そ
の
結
果
、
製
造
業
を
中
心
と
し
て
生
藤
が
停
滞
し
、
国
際
競
争
力
の
低
下
が
内
外
か
ら
の
「
イ
ギ
リ
ス
病
」
と
の
非
難
を
招
い
て
い
た
。
産
業
別
組
合
を
中
心
と
し
た
全
国
単
位
の
団
体
委員会のＣｏｐｏぐ自刃ｇｏ『【は消極的見解を採川し、その見解が同判決の裁判官に少なからぬ影響を与えた。
本章では、そのＣＯご○ぐ自刃のロ。『（における労働協約の立法化問題を扱う。イギリス労働法史において法理論上も、
ま
た
訴
訟
実
務
の
町
で
も
、
そ
れ
ほ
ど
ホ
ッ
ト
な
論
議
を
招
く
こ
と
の
な
か
っ
た
労
働
協
約
の
「
法
的
拘
束
力
」
の
問
題
が
、
一
九
六
○
年
代
に
な
っ
て
「
政
治
」
の
舞
台
に
お
い
て
脚
光
を
浴
び
る
に
至
っ
た
の
は
何
故
か
。
そ
れ
は
、
労
働
協
約
を
含
め
て
労
使
関
係
一
般
に
つ
い
て
の
、
そ
れ
ま
で
の
凶
家
（
法
律
）
の
非
介
人
主
義
的
－
１
当
事
者
自
治
主
義
政
策
が
、
も
は
や
労
使
関
係
安
定
化
の
理
念
と
し
て
機
能
せ
ず
、
か
え
っ
て
労
使
紛
争
を
激
化
さ
せ
る
一
因
と
な
っ
て
い
る
か
ら
で
は
な
い
か
、
そ
う
だ
と
す
れ
ば
政
府
と
し
て
は
よ
り
積
極
的
に
労
使
関
係
を
リ
ー
ド
す
る
立
場
に
立
ち
、
従
来
の
「
消
極
的
」
労
使
関
係
法
を
改
め
る
こ
と
が
必
要
で
は
な
い
か
と
の
論
議
が
与
野
党
を
問
わ
ず
、
出
て
き
た
こ
と
に
よ
る
と
思
わ
れ
る
。
二
○
年
後
の
今
日
の
時
点
に
お
い
て
そ
の
間
の
い
き
さ
つ
を
あ
ら
た
め
て
検
討
し
て
み
よ
う
と
い
う
の
が
本
稿
の
ね
ら
い
で
あ
る
。
３
交渉と労働協約の締結というイギリスに伝統的な交渉システムの一方で、所得政策に足かせをはめられた中央交渉を
４
不満とする職場闘争が捌け口を求めて》」のインフォーマルな大衆迦勅に活力を与えつつあった。
六
○
年
代
の
中
頃
に
は
賃
金
に
つ
い
て
の
所
得
政
策
の
機
能
は
ほ
と
ん
ど
失
わ
れ
つ
つ
あ
っ
た
と
は
い
え
、
労
働
党
政
府
と
し
て
は
、
こ
れ
を
一
準
に
撤
廃
し
、
自
川
主
義
経
済
に
複
す
る
こ
と
も
、
逆
に
労
使
関
係
や
争
議
に
対
す
る
現
状
に
即
し
国
家
の
規
制
を
強
化
す
る
政
策
も
と
る
こ
と
が
で
き
ず
、
ど
っ
ち
つ
か
ず
の
状
態
で
労
使
関
係
の
「
改
革
」
に
よ
る
そ
の
安
定
化
を
は
か
る
と
い
う
路
線
を
採
っ
た
。
一
刀
、
保
守
党
の
力
も
、
こ
の
時
川
に
あ
っ
て
は
、
後
年
の
サ
ッ
チ
ャ
ー
政
権
が
採
る
こ
と
に
な
る
完
全
目
川
市
場
化
を
前
提
と
し
た
労
使
関
係
政
策
に
踏
み
切
る
に
至
ら
ず
、
労
働
党
と
大
差
の
な
い
政
策
を
か
か
げ
て
い
た
。
政
府
が
労
使
関
係
の
「
改
革
」
を
考
え
る
場
合
に
も
、
「
改
革
」
は
、
ま
づ
当
事
者
で
あ
る
労
使
の
と
り
組
む
べ
き
課
題
で
あ
り
、
そ
れ
を
さ
し
お
い
て
政
府
が
直
接
、
立
法
に
よ
っ
て
対
処
す
る
こ
と
は
、
イ
ギ
リ
ス
の
伝
統
的
労
使
関
係
政
策
に
な
じ
み
に
く
い
。
特
に
団
体
交
渉
、
労
働
協
約
、
争
議
行
為
、
労
働
組
合
な
ど
労
使
関
係
の
法
的
側
而
に
か
か
わ
る
問
題
に
つ
い
て
は
、
伝
統
的
に
必
要
般
小
限
の
法的規制にとどめ、労使間の「自治」になるべく介入しない政策がとられて蓬越・しかし、今や国の経済的「危機」
に
際
し
、
政
府
と
し
て
労
使
間
の
「
自
治
」
に
任
せ
て
お
け
ず
労
使
関
係
や
弥
労
関
係
の
改
革
に
手
を
つ
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
れ
ば
、
団
体
交
渉
の
シ
ス
テ
ム
、
労
働
協
約
の
履
行
問
題
、
ス
ト
ラ
イ
キ
の
規
制
、
組
合
組
織
の
あ
り
か
た
の
い
ず
れ
か
に
的
が
し
ぼ
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
一
定
の
法
的
規
制
が
必
要
で
あ
る
と
す
れ
ば
、
そ
の
プ
ラ
ス
、
マ
イ
ナ
ス
の
効
果
、
優
先
順
位
が
問
題となる。政党にとっては、そのいずれもが「政治的生命」を左右する重大な問題であっ鹿。
（１）この政簸は、一般に○○｝一の、戸一くのＰ巴⑫⑫の甲〔巴『の□。。一・１口①という名称で呼ばれる。語腺は、【、ｇ’句『の目・教授が一九五○
年代初期のイギリスの制度の特色として使用したのが最初と思われるが、次第に（一の、四一）：⑰一の。（】・己⑫曰あるいはく・一口。ｓ，
忌
日
の
意
味
を
含
め
て
、
ま
た
イ
ギ
リ
ス
に
限
ら
ず
、
他
の
国
に
お
い
て
も
一
つ
の
政
策
理
念
を
表
わ
す
も
の
と
し
て
一
般
的
に
使
川
さ
れ
る
よ
う
（二）保守党の政埜平１１「仕耶に関する公正な扱い」
保守党は、一九六八年四月（ロ）ロ・ぐ：胃ｃ・【【の発表の三ヶ月前）「仕事に関する公正な扱い」（司臼Ｈｏ８－Ｐ〔
ゴ・鳥）と題する工挫を発表して、党としての労使関係「改革」の青写真を示した。それは、題名のように「職場に
おける人椛（ゴロョロロ「》ぬ旨い）の保謹」を城本理念としたが、そこでいう「人樅」の保趣とは、使川者側からのそれ
ではなく、「強大」かつ「専制的」な（産業別）労働組合の組織的圧力からの解放という意味が含まれていた。
Ｊ
そ
れ
は
、
立
法
政
策
と
し
て
、
現
在
の
団
体
交
渉
シ
ス
テ
ム
を
、
①
交
渉
当
事
者
が
よ
り
大
き
な
責
任
を
持
ち
、
締
結
し
た
労
働
協
約
２肌を
遵
守
し
、
②
産
業
の
効
率
化
を
進
め
、
そ
の
障
害
を
除
去
し
、
③
産
業
平
和
維
持
の
た
め
労
使
間
の
協
調
性
を
高
め
、
④
個
々
の
労
働
力束者
の
離
水
的
権
利
の
公
正
か
つ
〈
回
理
的
な
保
護
を
は
か
る
よ
う
労
使
関
係
を
改
並
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
拘緬同日Ｈ円い］日三○『六は、このために、統一性に欠ける従来の立法を縦理して一の総〈口的な「労使関係法」を制定
〃沖し、その巾に労使川休の盗録制度、労働組△口の法的地位の川碓化、武伍、紺へ口且の樅利の拡張等に関する定めをする。
剛労働協約については、当事者がそれを望まない場合を除き、一般的に法的拘束力を付与し、これに抵触する一八七一
効年労働組合法を廃止することとした。これは第二次大戦後初の労働協約の立法化の提案という意味において、またそ
判の後の保守党の協約立法に閃する雅本指針を鮮明にしたという点で亜要であった。この文書は労使関係の「改革」が
Ⅳ必要だとする認識においてｏＣｐｏく目元８．『〔と於調を同じくしており、ただ労使関係の悪化を招いた原因がもつぱ
（２）イギリスの、特に第二次大戦後から一九八六年賦までの労使関係の経過と分析に側する邦文献として、岡橘克胤「イギリ
ス
労
使
関
係
の
変
貌
」
一
九
八
七
年
川
本
評
論
社
参
照
。
に
な
っ
た
。
案を作成した。
川
労
働
党
の
政
策
形
成
過
程
一
九
六
四
年
十
月
の
総
選
挙
に
お
い
て
勝
利
を
お
さ
め
た
労
働
党
の
最
初
の
政
策
課
題
は
、
同
年
一
月
に
出
た
幻
・
・
六
冊
ぐ
。
（１）
ロ
ロ
ｇ
ｐ
ａ
事
件
の
貴
族
院
判
決
に
よ
り
一
九
○
六
年
「
労
働
争
議
法
」
に
よ
り
与
え
ら
れ
て
い
た
保
護
（
紺
〈
、
免
責
）
の
幅
を
著
し
く
狭
め
ら
れ
た
争
議
権
の
立
法
に
よ
る
回
復
階
世
で
あ
っ
た
。
翌
一
九
六
汎
年
の
「
労
働
争
議
法
」
の
制
定
に
よ
っ
て
こ
れ
を
達
成
し
た
労
働
党
は
、
同
年
二
月
労
使
制
度
改
邸
の
課
題
に
と
り
組
み
、
（
労
使
関
係
に
つ
い
て
は
）
一
世
紀
ぶ
り
に
王
立
委
口
会
（
委
貝
艮
炉
○
日
（２）
Ｃ・口。ぐ口口外十一名の委且）を設世し、「経営と従業貝との関係および、糾合貝の利縦を垪巡し、剛氏の社会的・経済
的
進
歩
を
促
進
す
る
際
の
労
働
糾
合
と
使
川
者
団
体
の
役
削
を
考
察
し
、
あ
わ
せ
て
特
に
こ
れ
ら
の
川
休
の
活
動
に
影
粋
す
る
法
律
を
考
噸
し
、
か
つ
報
告
す
る
こ
と
」
を
付
託
し
た
。
委
員
会
は
、
以
後
三
年
に
わ
た
る
精
力
的
な
調
査
と
聴
取
を
皿
ね
、
一
九
六
八
年
報
告
書
ら
労
働
組
合
の
側
に
あ
る
と
す
る
こ
と
、
労
使
関
係
改
革
の
た
め
に
は
俄
極
的
な
立
法
の
介
入
を
主
鵬
す
る
点
で
異
な
っ
て
い
た
。
□
。
６
幻
：
の
瓜
教
授
が
指
摘
す
る
よ
う
に
、
こ
の
文
誠
叩
は
、
一
九
六
○
～
七
○
年
代
の
イ
ギ
リ
ス
の
労
使
関
係
奴
お
よ
び
立
法
政
簸
の
あ
り
方
に関する二つの潮流を反映している点において○○コ◎ぐ目幻の□・１と一対のものとして読まれるべきもので延笙。
（１）○・コいの『くｍごくの勺ロ『ｑ・図『Ｒロー口［三・『六・弓の○・口吻の『く②ごく８℃ロ『・月ゴ【・ョ８の『。［且こい（１陣一幻の一“二・コ⑭ｗ○・口協司く四‐
【】くの勺○一一二○⑤一○の。【『の。ｚ○・二○Ｐシロ『一一】①の⑪
（２）ＰＣ幻・房「厨・句＆『ＯＢ一ｍ［三○『不少幻のく｝の肴・ロ〕同ぐ。。．Ｓ①⑪勺・②８
（
１
）
イ
ギ
リ
ス
労
働
法
に
お
け
る
丙
○
○
六
冊
判
決
の
愈
義
に
つ
い
て
は
、
川
脇
「
シ
ョ
ッ
プ
協
定
に
も
と
づ
く
経
済
要
求
の
ス
ト
と
不
法
行
為
」
季
（
三
）
労
働
党
の
政
策
承三用噸ＫＩＩ嵐三牌輸菫′長(ＷＳＩ＜○Ｋ螢急雪帯緒竃ｅ三費昌U直筆′ｍＰハロー竃弄這呈諾岬帯緒逹里哀令坤罫錯知恕
鍾碧魯迺･△ｅ斧Ｗ「簿二塁ｃ盤」~ニレn迄垣筌’「謙二至違岩謁」至冨（ｅ羨筥ｕｏ二Ｗ一三<ロニニ甫岬踵ｅ「賦露」蝿野Ｗ
ｗ'｣長`△急芭怨｣ｕｓ純Ｊ趙畏蓋と-Ｗ二｡樫}｣-U通篭長!U奄備c･Ｐ。
(－）ＬｏｒｄＤＯＮＯＶＡＮ（耀塑)’ＬｏＴｄＲＯＢＥＮＳ，ＬｏｒｄＴＡＮＧＬＥＹ，HAROLDCOLLISON，GEORGEWOODCOCK，
ＭＡＲＹＧＲＥＥＮ，ＧＥＯＲＧＥＰＯＬＬＯＣＫ・ＥＲＩＣＬ､ＷＩＧＨＡＭＨ.Ａ・ＣＬＥＧＧＯＴＴＯＫＡＨＮ－ＦＲＥＵＮＤ，ＡＮＤＲＥＷ
ＳＨＯＮＦＩＥＬＤ・ＪＯＨＮＴＨＯＭＳＯＮ･垣蝋画くＮｅ八八ｒ－ｅ魯龍逗禅二二や１Ｍマロ斗一芭余室呈Ｃ二Ｗご「１２回堅」Ｉｉｌｌｌ
紬塞。
sDonovanReporte屯騨
（－）
ｉ二Ｋ＜螢Ｋ要十１１１垣〈H總画ｅ辮煕（令亟ｌ讃）Ｗ主PDonovanReport墓竃閃扣嘉磐。
へ毒曽蝋通’愚11膳長,｡÷曙鰹拙ＰＳ=怪ｅ÷ill冑亜ご息樫蝿霜三ｓ遇壗÷Ｋ悪Ｐ「獣露」」Ｊ「塞鰹」異弔芭「愚！□」
ｅ、】
＝Ｗ望1ニー)１J二W､｡。ｅ「承逐至遥ニョ」（TheSystemoflndustrialRclatiorls）綴'11鵜｡「三壁ｲｷ<亀ｅ溶署」（The
雲Ref○rmofCoUcctiveBargaming)鯛蝿｢壁蝋S馴(ThcExtensionofCoUectWeBargajning)患
員
二 一
重蕊④｢いい-e調爾三｣(TheEfficientUse･fManpowcr)鵜K譜。､〈一mや州e二ｓ綱ご患」
二（StrikesandOtherlndustrialActio､)鞘階。｢縄蕊e園ご｣(TheEnforcementofCoUectiveAgree
一
二
菫ments)法<鵜ｅ｢峯誹e卜ST1蓋|難船鞠｣(SafeguardsforEmployeesAgainstUnfairDismissal)願
書綱｢縄輝嵩｣(LabourTribunals)壗÷藩。｢綱毒<ﾛe雪くe窒駕｣(Safeguards[・rlndMdualsinRcla．
￣
、
等tiontoTradeUnions）法÷｜鵠②「宗曇壽<ﾛ」（TradeUnions）鵠÷11躯ｅ「＝三幕逼釜」（Ernployers,Associa‐
こtions）患÷111鶴②｢竃ｅ愚嵩」（ChangesintheLaw）壗半ヨ裾③「奈睾蔀ｅ騨頼輸二」（Worke｢s,Participation‐
③
報
告
書
の
結
論
と
勧
告
報告瞥は、「雅訓」（日日口、ロロヨ、⑫）として、「イギリスには二つの労使関係制度がある。一つは公認された制度
に
具
現
す
る
公
式
の
（
ａ
目
ロ
ー
）
制
度
で
あ
り
、
他
は
、
労
働
組
合
と
使
川
者
団
体
、
経
営
者
、
シ
ョ
ッ
プ
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
お
よ
び
労働者の実際の行動が作り出す非公式（ご［。「ヨロー）の制度である」という分析を示す。前者の「公式」の制度の要
め（鷺①、（○口の）は、使用者団体と労働組合グループ間の産業別又は全国単位の文書による労働協約であり、その中
に
賃
金
水
準
、
週
平
均
労
働
時
間
、
年
次
休
暇
等
の
基
本
的
一
睡
用
条
件
お
よ
び
交
渉
の
手
続
き
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
他
の
事
項
は
、
工
場
又
は
職
場
の
単
位
で
シ
ョ
ッ
プ
ス
チ
ュ
ァ
ー
ド
と
経
営
者
間
で
交
渉
さ
れ
る
が
、
そ
の
決
定
は
、
「
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
で
、
断
片
的であり、多くは自作的（：８コ○日・ロ⑫）なもの」である。問題は、このような制度が、全国的に労使関係一般のあ
り
方
に
敢
要
な
影
稗
を
及
ぼ
し
つ
つ
あ
る
こ
と
で
あ
っ
て
、
こ
れ
が
非
公
認
ス
ト
、
非
効
率
的
な
労
働
、
貸
金
ド
リ
フ
ト
そ
の
他
の
病
弊
（のａ一）を生じさせた原因と認められる。そこで、その改革の方向は、工場又は職場単位の「非公式」の交渉を「公
式」の団体交渉や労働協約にまで高めることにより職場秩序を回復させ、産業効率を高めることである。改革の具体
的
日
標
と
し
て
は
、
①
会
社
、
工
場
レ
ベ
ル
で
決
定
さ
れ
る
べ
き
雁
川
条
件
に
つ
い
て
の
包
捕
的
か
つ
権
威
あ
る
団
体
交
渉
機
柵
を
発
展
さ
せ
る
こ
と
、
②
労
働
協
約
に
合
致
す
る
よ
う
従
業
員
の
苦
情
を
早
急
か
つ
公
平
に
処
理
す
る
た
め
の
手
続
を
充
足
さ
せ
る
こ
と
、
③
職
場
委
員
の
地
位
と
活
動
を
規
制
す
る
労
働
協
約
の
締
結
、
①
不
公
正
解
雁
に
関
す
る
労
働
協
約
の
締
結
、
⑥
解
雁
を
含
む
懲
戒
処
分
に
関
ご巨伽目的の日の日）第十況章
（１）「幻○百一○・日日一いい『。。。。『『且のロロ一○コ⑫：○国：』・］の『②．シいい○口口【一○口⑪』の①、‐Ｓｍ、」・幻８．瓜・◎ョ且②の⑬②本文全十六
章（二七八頁）、「補遺」、「追記」、「翻保」、「付録」から成る。
８
Ⅲ
非
公
認
ス
ト
と
労
働
協
約
労
働
協
約
の
問
題
が
一
九
六
○
年
代
の
労
使
関
係
の
混
迷
の
状
況
の
下
で
何
故
、
重
要
な
テ
ー
マ
と
し
て
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
し
た
か
を
幻明らかにするために、その背景を概観しておこう。
く加イギリスでは（記録されている）年間スト件数が一九五五年頃から急速に増え、’九六○～六五年には平均約二五
鰊○○件、一九六八～七○年には約四○○○件に達し一九五五年の国鉄スト、一九五七年の機械および造船スト、’九
紬五八年のロンドンのバススト、’九五九年の印刷業スト、’九六一一年の機械工組合のスト、’九六六年の海運ストな
の榊ど全国的規模のストライキが続発し、世界で有数の「スト王国」となっていた。
ｉ鋼問題は、ドノヴァン委員会が注目したように、大規模ストやストライキの件数自体よりも、組合が正式に関与しな
収い職場単位のストあるいはストライキに至らない争議行為が急増したことであった。政府の公式調査や委員会の調査
拝の結果「作業停止の圧倒的多数’約九五％Ｉは、非公認ストであり、しかもその大部分において、組合は公式
には認否を鮮明にせず、スト終結後にスト手当を支給さえしている」・そして非公認詑叫には、組合と使用者で締結
ｒ
側
報
告
書
と
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
の
取
扱
い
右に述べたように、報告書は、労使関係改革にとって労働協約が重要な問題であることを指摘し、そして、非公式
団体交渉Ⅱ労働協約制度を公式な制度にレベルアップすることによって権威を持たせることを強調したが、協約の権
威を高める手段として、立法の力を借りて法的強制力を付与することについては、以下に述べる理由から消極的見解
を示した。
す
る
規
則
の
制
定
、
⑥
労
働
安
全
促
進
の
た
め
の
協
議
制
度
等
を
設
置
す
る
こ
と
で
あ
る
、
と
。
９
前二章でも触れたように、労働協約は、制定法上、どのような形のものでも、それ目体、法的に有効であるが、労
働
協
約
に
定
め
る
手
続
を
無
視
し
て
組
合
ま
た
は
組
合
員
が
ス
ト
ラ
イ
キ
を
行
な
っ
た
場
合
に
、
相
手
方
あ
る
い
は
利
害
関
係
者
が
労
働
協
約
ま
た
は
契
約
違
反
を
理
巾
に
そ
の
履
行
や
損
害
賠
償
を
求
め
て
訴
訟
を
起
こ
す
こ
と
は
、
一
八
七
一
年
「
労
働
組
合
法
」
の
「
裁
判
所は労働組合（使用者団体もその定義に含まれる）間のいかなる合意（労働協約も含まれる）も直接的に強行するこ
とができない」との定め（第四条）により困難とされ、裁判所は、しばしば同法を根拠に却下してきた。これは労働
協
約
に
契
約
と
し
て
の
法
的
（
強
制
的
）
効
力
が
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
。
多
く
の
全
国
単
位
の
労
働
協
約
に
は
、
労
使
の
合
意
に
よ
っ
て
、
協
約
期
間
中
の
ス
ト
ラ
イ
キ
を
自
制
す
る
平
和
義
務
条
項
や
ス
ト
手
続等について定めた「手続協約」（ご『・・の目『のｐ円のの日の貝と呼ばれる）が置かれていたが、組合または組合員がこ
の
手
続
を
踏
む
こ
と
な
く
、
あ
る
い
は
組
合
の
暗
黙
の
了
解
な
し
に
、
ま
た
は
統
制
力
の
事
実
上
の
欠
如
に
よ
っ
て
争
議
行
為
を
行
っ
た
場合の制裁措置を定めたものは少い。労働争議法にもそのような争議行為を直接禁止したり、当事者たる組合、組合
役員、または組合員の賠償責任を問う規定がない。そこで、使用者サイドからは、（産業別の）労働組合と使用者団
体間で締結された労働協約の平和義務や手続規定を適用して「違法な」争議行為の差止めを求めるのが唯一の法的な
救
済
措
置
で
あ
っ
た
。
そ
れ
に
も
拘
ら
ず
、
雇
主
側
が
救
済
を
裁
判
所
に
求
め
た
ケ
ー
ス
は
少
な
く
、
フ
ォ
ー
ド
紛
争
に
お
け
る
会
社
の
提訴は、「例外的」現象であった。しかし、組合員を含めて労働者や一般社会の人々の中には、そのような状態を放
された協約に定める手続を無視して行われたものが圧倒的に多いことが判明した。
（１）非公認スト（ロゴｏ田○一口一の庁１穴のの）の意味については幻のｂｏ耳（』弓）は、実体的な説明をしている。わが国の労働法にお
い
て
通
常
、
使
用
さ
れ
て
い
る
「
統
制
違
反
の
ス
ト
」
と
は
若
干
ず
れ
が
あ
る
。
1０
｢イギリスツバ１Ｍ約の法的|<１束力」（２）
述労と法肋ド
Ｍべ勘そん的法太一
'|；て協のど事を学ノ
、いへ約数見（１：］W：に三
とる３の少らが’'１］お三
一０．９卜８．」－」っ〃ＩＬｎｎ、ノ
②
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
を
め
ぐ
る
労
働
法
学
説
の
見
解
ド
ノ
ヴ
ァ
ン
委
員
会
が
設
立
さ
れ
た
一
九
六
五
年
当
時
の
時
点
に
お
い
て
、
イ
ギ
リ
ス
の
労
働
協
約
の
法
的
状
況
あ
る
い
は
（
そ
の
荊
極的性格から生ずる）法的問翅点についての労働法学者の見解は一般にどのようなものであったであろうか。
一
九
三
一
一
一
年
に
ナ
チ
ス
ド
イ
ッ
か
ら
イ
ギ
リ
ス
に
劇
的
な
亡
命
を
し
、
三
五
年
か
ら
ロ
ン
ド
ン
大
学
、
六
四
年
か
ら
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド大学において労働法の講義を担当していた○・【：ロー句Ｈの§Ｑ挫蝿を別とすれば、六○年代のイギリスにはまだ労
肋
法
を
専
門
と
す
る
学
者
は
少
な
く
、
労
働
協
約
に
つ
い
て
の
モ
ノ
グ
ラ
ム
も
徹
か
で
あ
っ
た
。
一
九
六
八
年
の
フ
ォ
ー
ド
事
件
ま
で
は
法的事件が少ないこともあって、その著作においてドノヴァン委員会が取り上げたような角度からのアブ、－チはほ
世
す
る
こ
と
に
よ
り
、
ス
ト
の
被
害
を
受
け
る
こ
と
に
対
し
て
相
当
不
満
の
声
が
上
っ
て
き
て
お
り
、
委
員
会
と
し
て
も
そ
の
こ
と
は
、
（１）
十分に訓心識していたところであった。
（１）例えば行朽なジャーナリスト同・三一ｍコロョは、一九六一年に「三百ｓ．三『○口、乏皀Ｓ・ロゴ一○コ」の巾で労働組合を「脈
能、囚興的で妨警的」と批判し、労使側係の改革の必要性を強調していた。王立委員会はその彼をメンバー委興に迎え入れた
のであった。
その数少ない半打の一人であるの『目（ｏ丘教授は、ドノヴァン委員会に証人として州かれ（一九六爪。十二。一二）、
労働協約の法的問題を中心に証言し、さまざまな角度からの質問に答えて労働法学背としての見解を要旨次のように
（２）
１とんど見られなかった。
現在のところ、「労働協約は法的に拘束力のある契約ではない」というのが、定説とまではいえないにせよ、一般Ⅱ
第
二
の
理
山
は
、
立
法
に
よ
っ
て
協
約
有
効
期
間
中
の
ス
ト
ラ
イ
キ
を
禁
止
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
糾
合
に
対
す
る
処
罰
が
必
要
と
な
る
が
、
そ
れ
に
は
労
使
が
そ
の
よ
う
な
拙
避
を
「
正
し
く
か
つ
妥
当
な
も
の
と
し
て
広
く
受
け
入
れ
る
こ
と
」
が
前
提
と
な
る
が
、
こ
の
こ
とは、わが労使関係の当事者である労使双刀の「深く根づいた恩考様式」（Ｑ⑩の□々，『。。［８冒丘一筋・｛［ず○口、ロ【）に
反
す
る
し
、
ま
た
、
そ
の
災
呪
の
た
め
の
特
別
の
機
柵
に
つ
い
て
も
、
労
使
が
こ
れ
を
受
け
入
れ
る
か
ど
う
か
疑
間
で
あ
る
。
労
働
協
約
の履行のための法的制裁を支持する主張は、性急な文化の変革（２一目３－．コ目、の）を求めるものであるが、文化の
変
革
は
、
カ
タ
ク
リ
ズ
ム
（
大
変
助
）
な
し
に
行
わ
れ
る
こ
と
で
初
め
て
成
功
す
る
。
労
働
協
約
に
法
的
拘
束
力
を
付
与
す
る
こ
と
は
、
望
ま
し
い
と
は
思
わ
れ
る
が
、
そ
れ
は
漸
進
的
か
つ
経
験
的
に
進
め
る
べ
き
で
あ
る
。
の日員の一口の右の所説は、特に立法推進派の委員からの批判的な質問を受けたが、教授は、幻○ヶの。⑪委員による、
協
約
を
法
的
拘
束
力
の
あ
る
契
約
と
す
る
こ
と
の
妓
大
の
問
題
は
む
し
ろ
、
「
何
の
た
め
に
そ
う
す
る
か
」
と
い
う
法
政
策
上
の
問
題
で
あ
る
。
そ
れ
が
イ
ギ
リ
ス
経
済
の
改
善
に
役
立
つ
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
証
人
と
し
て
は
、
二
つ
の
理
山
か
ら
賛
成
し
な
い
。
そ
の
第
一
の
理
山
は
、
協
約
に
法
的
拘
束
力
を
付
与
す
る
こ
と
が
必
ず
し
も
当
事
者
に
協
約
内
容
を
変
更
さ
せ
る
こ
と
を
意
味
せ
ず
、
従
っ
て
そ
れ
が
貼
価
訴
訟
に
よ
る
レ
ー
バ
ー
コ
ス
ト
の
削
減
や
、
公
認
・
非
公
認
ス
ト
の
抑
止
に
つ
な
が
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。
一
刀
、
労
働
協
約
が
一
度
、
民
事
又
は
刑
事
制
裁
の
対
象
と
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
と
、
そ
れ
は
政
府
に
よ
る
労
使
関
係
操
作
の
道
具
と
さ
れ
か
ね
な
い
で
あろう。
的
な
考
え
方
で
あ
る
。
た
だ
し
、
労
働
協
約
を
法
的
に
拘
束
力
の
あ
る
契
約
と
す
る
こ
と
に
特
別
の
法
技
術
的
障
害
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い。もし立法により協約に法的拘束力が認められれば、その内容が個個の組合貝の契約に編人（ご８「ロ・『日の）され
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
れ
は
立
法
の
定
め
の
な
い
現
在
で
も
解
釈
上
、
明
示
ま
た
は
黙
示
の
条
項
と
し
て
推
定
さ
れ
る
か
ら
、
特
に
変
り
は
な
い
。
1２
｢イギリス労働協約の法的拘束力」（２）
協約の拘束力付与の是非についての質問に対し、一般論として肯定説と受けとられることを恐れ、聴聞後、「補論」
を提出して反対の立場に立つことを確認してＬ塾・
委員会に証人として出席したもう一人の労働法学者である幻・三・国Ｑの○日教授は、主として労働組合の盗録問題に
つ
い
て
の
意
見
を
述
べ
た
が
、
終
り
に
議
長
か
ら
労
働
協
約
の
立
法
に
よ
る
「
契
約
化
」
に
つ
い
て
の
意
見
を
求
め
ら
れ
、
ほ
ぼ
（５）
○日ロ命の］Ｑ教授と同旨の理由により反対している。
（１）【ロココ’可「の目。教授は、すでにこの時点において『。【の『日ｏ５Ｏｏ。「一一・厨四目岳の『「の①己の曰の貝］①段およびトロワ。こ「
一ｍ三・』①＄の中で、イギリスにおいて労働協約に特別の法的考課を付与する立法のないことを「法の自己抑制」｝の恩］
８冊員】⑩日ないし「集団的目川放認」８－－円（】ぐの』四冊の齢，「回一「のの理念に蕊づくものとして高く評価していた。
（２）例えば、Ｑ【１口の．⑫曰『且のロゴ一○コＥ三②ａ８．］の①『・【・二・三の目の『ｇ日日汀⑦三○『【の『：□［。のＦの三．』⑫戸，８．
一℃３．○豈国一○『目符一・・三８の『ロ『『且のロ三・コ匠員らの①など当時の代表的普作は、単に労働協約の鮫判所によるの。（・円の・
ョの日は一八七一年法により認められない、と述べているだけで、その法的問題点には及んでいない。ただ「保守系法学会風
と労働組合の会」によるシＱ：厨の［『の局【。。’の、②は、現行法制を批判し、労働組合からの個人の保護を訴えていた。
（３）三国貝の②。【向く一：。８．局ロロ・台ムム、、
（４）⑫Ｅｂｂ－⑮ョの。Ｂ『］Ｚ。【の⑭広▽且［（８ｍ〔〔の『Ｑく】ロｍｏ３－向く】Ｑのロ８．富】口巨［の⑪。『向く国①ｐ８ｂｂ・色の▲日
（５）冨冒ＥＣ⑫。『向く丘のロ８』、勺・、。
③
報
告
書
の
結
論
ｌ
多
数
意
見
以上で見た背景事情から明らかなように、ドノヴァン委員会がとり上げ、議論の対象とした労働協約の立法問題は、
イギリスにおける労働協約の「法体系の不備」といった一般論的なものではなく、当面焦眉の急となっている非公認
1３
ス
ト
に
対
し
、
労
働
協
約
に
お
い
て
当
事
者
が
定
め
て
い
る
争
議
手
続
協
定
を
有
効
に
働
か
せ
る
た
め
の
立
法
的
強
制
措
置
の
当
否
と
い
うことであった。少なくとも同委員会に期待された「政治的」圧力はそのようなものであった。しかしそれは、一面
で
は
、
非
公
認
ス
ト
の
適
法
性
や
協
約
の
平
和
義
務
違
反
の
争
議
行
為
の
適
法
性
と
い
う
争
議
行
為
法
に
関
連
し
、
一
面
で
は
、
労
働
組
合の内部統制という組織的問題に関述する。こうして同委員会は、集団的労使関係における法的規制（］の恩｝⑪§Ｃ‐
：
ロ
）
と
い
う
イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
最
も
論
議
の
あ
る
問
題
に
正
面
か
ら
と
り
組
ま
ざ
る
を
得
な
い
立
場
に
置
か
れ
た
。
報告書は、第七章でストライキその他の争議行為を、第八章で労働協約の法的履行（のロ【・「・の日の貝）及び制裁
（い：２○コ）の問題を扱っている。第七章は争議行為上の問題を大規模の公認ストと小規模の非公認ストの二つのケー
ス
に
分
け
、
現
下
の
問
題
は
、
む
し
ろ
後
者
の
ほ
う
に
あ
る
と
し
、
小
規
模
の
非
公
認
ス
ト
に
つ
い
て
は
、
そ
の
主
た
る
原
因
が
職
場
単
位
の
個
人
的
紛
争
を
解
決
す
る
手
続
の
不
備
に
あ
る
と
の
分
析
に
立
っ
て
、
一
つ
に
は
団
体
交
渉
シ
ス
テ
ム
の
「
改
革
」
に
よ
り
、
一
つ
に
は
個
人
的
紛
争
解
決
の
た
め
の
法
的
機
構
の
効
率
的
運
用
を
通
じ
て
解
決
す
べ
き
だ
と
す
る
。
報告書のこの取り上げ方からみると、委員会は、今起こっている問趣も、イギリスの労使関係全体にかかわる、従っ
て
争
議
行
為
法
そ
れ
自
体
の
変
更
を
要
す
る
ほ
ど
の
も
の
で
は
な
く
、
小
規
模
の
非
公
認
ス
ト
に
見
ら
れ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
不
足
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
て
、
立
法
に
よ
る
よ
り
は
組
織
の
改
革
に
よ
り
解
決
す
べ
き
問
題
と
み
た
よ
う
で
あ
る
。
第
八
章
は
、
非
公
認
ス
ト
に
対
す
る
、
全
国
的
労
働
協
約
の
争
議
手
続
協
定
が
十
分
機
能
し
て
い
る
か
ど
う
か
、
機
能
し
て
い
な
け
れ
ば、立法措置によって協約の裁判所による履行をはかる制度を導入することが適当かどうかを論じている。
本章は宍ロゴ。－句『の仁且委員の起草にかかるとい抱池、その全体の雅調、論旨において、彼の碓凹とした労使関係ｌ
法
価
値
観
が
色
濃
く
に
じ
み
出
て
い
る
。
そ
れ
だ
け
に
、
結
論
を
川
す
に
当
っ
て
賛
否
の
両
論
が
出
て
、
５
日
宛
○
ヶ
の
。
⑪
と
○
・
℃。］一・○六両委員は多数意見の一部に対し、後記の反対（ロ⑫⑪の貝）意見を述べた。Ｃ○コ。く目委員長も、多数意見に無
ｊ
Ⅶ
多
数
意
見
の
労
働
協
約
立
法
化
に
つ
い
て
の
意
見
２Ⅸ報止口書第八章本文（勺口『二ｍの１ｍ］の）は、①問題の所在（ｚ⑪白『の。｛【。①勺『○ヶ一⑮日）、②労働協約と法（○○］一の。［｝ぐの
力味シ円ののョのロ［口且［すのトロミ）、③病弊の根源（”。。［。［島の向く｝」）、④法的制裁の問題（勺【ｏｏ｝の日・命のロゴＣ感・口）、⑤
ｈ紬結論（○○口・』ロ⑭一・コ）の部から成る。その要旨は、末尾の第十九章のロ日日口ｑにおいて要約されている（勺閂
〃繩】○ｍのｌＳｍｍ）。多数意見は次のようにいう。
州Ｈ報告課は、まず委員会が解決を求められている立法の中心的課題として、「われわれの前に提示されている立
労
法案は、果たしてわが国の労使関係システムの改赦に役立つか、それとも妨げになるか」を問う。（勺日一ｍの）。
スリ
そして、法律によって労使関係を規制する｝」との是非について、「われわれは、前に（第四章）、労働協約を一肱川
ギイｒ
省
に
盗
録
さ
せ
る
新
た
な
「
労
使
関
係
法
」
を
提
案
し
た
よ
う
に
、
そ
の
範
Ⅶ
に
お
い
て
、
労
使
関
係
改
薙
の
た
め
の
立
法
措
世
が
力の付与を主根した。
（２）
条件に賛成したのではなく、「全員一致のための洲終者として」結論を支持した。のワ・ロ［］の］Ｑ委員は、多数怠見の雅
調そのものに批判的で、労使関係改革のためのより獄極的な案を提起し、労働協約についても、立法による法的拘束
（１）○一のぬい。（［。【ロココ－句『のロゴ。Ｐコロロユニいづ旨。こい【ユロ］幻の一回（一○コ⑫。ご炉。『Ｑどくの。。の『ケロ『ロ・炉の蚕「一⑫ロロ「六・Ｆ、。。ｐ『トロ三
ｍロロ旨Ｑこの［ユロ］宛の旨［一○コい、巳一。ごｍｏｐ〆Ｐごロー句『のロゴ。』①⑪いわ・⑭Ｐ
（２）シロロのコロロヨワ望ＦｏａＣｏｐＣくいロ・幻のロ。「［い『①
以
下
に
、
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
の
付
与
を
め
ぐ
る
立
法
化
に
つ
い
て
の
報
告
書
の
多
数
意
見
と
少
数
意
見
の
論
拠
を
検
討
し
て
み
ワＣＯ
1５
側
報
告
書
は
い
う
。
イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
は
労
働
協
約
、
あ
る
い
は
平
和
披
務
を
定
め
た
手
続
条
馴
に
契
約
と
し
て
の
効
力
が
認
め
ら
れ
て
い
な
い
が
、
そ
れ
は
、
立
法
が
「
労
働
協
約
を
契
約
で
は
な
い
」
と
疋
め
て
い
る
か
ら
で
は
な
い
。
法
は
ど
ち
ら
と
も
い
っ
て
い
な
い
。
ま
た
契
約
当
事
者
が
常
に
そ
れ
に
契
約
と
し
て
の
効
力
を
付
与
し
な
い
と
明
示
し
て
い
る
わ
け
で
も
な
い
。
確
か
に
一
八
七
一
年
労
働
組
合
法
は
、
奴
判
所
が
【
日
ロ
の
目
一
○
コ
間
の
協
約
を
直
接
強
行
す
る
こ
と
を
禁
じ
て
は
い
る
け
れ
ど
も
、
協
約
当
事
者
は
、
同
法
の
下
で
も
協
約
の
意
味
に
関
す
る
確
認
判
決
を
求
め
る
な
ど
の
方
法
で
こ
れ
を
間
接
的
に
強
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
し、また、個々の使用者や組合も協約の定めが編入された雇用契約に相手方が違反したことを理由に裁判所に救
必要という考え方を受入れる」。（勺日囲の）という。
これは、委員会としては、委貝の中に【：ロー句『の目口を初め、労使関係に対する法的規制に対し、］の、ロー
ｇ
⑫
⑦
目
○
口
目
あ
る
い
は
自
由
放
任
主
義
の
立
場
か
ら
消
極
的
だ
と
世
間
が
み
な
す
者
が
含
ま
れ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
、
規
制
立
法
に
肢
初
か
ら
厳
し
く
反
対
の
立
場
を
表
明
し
て
い
た
Ｔ
Ｕ
Ｃ
等
労
伽
組
合
サ
イ
ド
と
は
巡
っ
て
、
あ
く
ま
で
「
客
観
的
」
立
場
に
立
つ
こ
と
を
鮮
川
に
し
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
口
報
告
書
は
、
「
ス
ト
ラ
イ
キ
の
九
五
％
を
占
め
る
」
非
公
認
ス
ト
は
、
イ
ギ
リ
ス
特
有
の
争
議
形
態
で
あ
り
、
ま
た
そ
れ
に
は
相
当
の
理
川
が
あ
る
か
ら
、
労
働
協
約
に
対
し
一
般
的
に
法
的
拘
束
力
を
も
た
せ
て
い
る
諸
外
側
の
扶
制
皮
は
適
切
で
な
い
、
と
し
て
導入論叩けている（厄日心ｇ）。
口
報
告
書
は
、
立
法
に
よ
っ
て
労
働
協
約
に
法
的
拘
束
力
を
持
た
せ
る
べ
き
だ
と
い
う
提
案
に
反
対
す
る
理
由
と
し
て
、
イ
ギ
リ
ス
特
有
の
「
二
蚊
の
」
団
体
交
渉
制
度
、
非
公
認
ス
ト
の
柵
造
、
イ
ギ
リ
ス
労
働
協
約
法
の
伝
統
的
な
考
え
刀
、
当
邪
打
で
あ
る
労
働
組
合
お
よ
び
使
川
打
の
考
え
刀
、
お
よ
び
立
法
で
協
約
に
扶
的
拘
束
力
を
与
え
る
こ
と
の
デ
メ
リ
ッ
ト
を
挙
げ
て
い
る
（
Ｆ
『
一ｍｍｊくい「心）。
1６
｢イギリス労働協約の法的|ｲﾘ來力」（２）
労
働
協
約
に
法
的
拘
束
力
を
持
た
せ
る
と
い
う
意
思
が
当
事
者
に
欠
け
て
い
る
と
い
う
こ
と
は
、
イ
ギ
リ
ス
の
労
使
関
係
の
柵
造
に
深
く
根
差
し
た
特
色
で
あ
っ
て
、
そ
こ
で
は
協
約
当
事
者
は
、
そ
の
合
意
の
効
果
を
通
常
の
商
取
引
の
契
約
と
同
じ
よ
う
に
期
待
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
ま
た
労
働
協
約
の
迎
川
の
過
程
に
お
い
て
、
そ
の
内
容
に
関
し
当
事
者
間
に
お
い
て
砿
要
な
解
釈
の
迷
いが出てきた場合には、彼らはその見解の対立を特に意識することなく（す□の『８℃陣ワー］）、協約自体の改正と
い
う
形
で
解
決
し
よ
う
と
す
る
。
こ
の
こ
と
を
産
業
別
の
全
国
協
約
の
場
合
で
み
る
と
、
協
約
の
解
釈
上
の
争
い
は
、
労
働
組
合
と
使用者団体間の協議、決議（『のｍ・一目。。）あるいは決定（・のＱ巴・ロ）といった可変的な意思（ぐ目：］の９房
目］］）に従って解決されており、その交渉（ｇ『ぬ日ロ）は、契約法（一四コ・｛８日日。【）における取引のカテゴリー
とは別ものである（勺貝合］）と。
一
方
、
職
場
又
は
工
場
単
位
で
行
な
わ
れ
る
団
体
交
渉
（
第
二
章
）
は
、
法
的
観
点
か
ら
み
る
と
、
特
に
労
働
者
側
の
当
事
者
（日『ご）が何びとであるかを確認することが難しいという意味において部分的（【３ｍｇの。（日）であり、また、
その合意（四ｍ『の①日①貝）の内容を法廷で立証することが難しいという意味においてインフォーマル（ござ『日口］）
済を求めることができる。しかし、この種の訴えがこれまで稀にしかなかったのは、何よりも労使の当事者がそ
ういう手段をとろうとしなかったからである、と。（厄日合］）。
確
か
に
、
労
働
協
約
に
基
づ
い
て
当
事
者
が
裁
判
所
に
訴
え
を
起
こ
す
意
思
の
な
い
事
実
か
ら
「
労
働
協
約
は
法
的
に
強
行
さ
れ
る契約ではない」と椎認する（当事者）意思主体説は、イギリス法曹の独自の法理論であり、前記のように、当
時
の
（
現
在
で
も
）
多
く
の
労
働
法
学
者
の
通
説
的
見
解
で
あ
っ
た
。
報
告
書
は
、
さ
ら
に
そ
の
補
強
と
し
て
、
そ
の
よ
う
な
労
使
の意思が、イギリスの労使関係に由来していることを、社会学的（のＣａＯい・８－）方法論を用いて、次のように説
の意思が、〃
明してＬ麩。
1７
⑤
現
行
の
労
働
協
約
ま
た
は
手
続
協
約
を
「
法
的
」
契
約
に
変
更
さ
せ
る
こ
と
は
、
法
律
に
よ
っ
て
当
事
者
の
意
思
に
反
し
て
交
渉
内
容
に
つ
い
て
の
法
的
強
制
（
ご
『
８
ｏ
ご
回
ゴ
）
を
科
す
こ
と
を
意
味
す
る
。
し
か
し
こ
の
よ
う
な
試
み
は
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
先
例
の
な
い
こ
と
で
あ
り
、
契
約
法
に
関
す
る
コ
モ
ン
ロ
ー
の
原
則
に
全
面
的
に
抵
触
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
労
使
関
係
の
伝
統
を
傷
つ
け
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
（
勺
貝
合
』
）
。
報
告
書
は
こ
う
論
じ
て
、
法
的
観
点
か
ら
み
て
立
法
に
よ
る
労
働
協
約
の
法
的
強
制力の付与（の。｛。『８日の貝）には賛成しえないとする。
である。こうして、労働協約が締結された時点における当事者の「合意」なるものは、その大部分が、法的意味
においては、「内容があまりにも不確か」のゆえに「無効」といえるだろう。しかも、両者（藤業別の協約と職
場
別
の
協
約
）
は
、
し
ば
し
ば
密
接
に
交
錯
し
て
お
り
、
い
ず
れ
か
一
方
だ
け
を
強
行
す
れ
ば
、
他
方
の
効
果
を
台
な
し
に
し
て
し
まうという関係に立つ。このように、命。『ヨロー日｛。『曰口一な合意と槻行（目⑪（・ョ目Ｑｂ３８８）を横み亜ねた
〃パッチワーク“ともいうべき労働協約の合意の「強行」（の□ずｎ８日の日）を求められても、蛾判所としては、
、
、
、
そのもつれをほどく｝」とができないであろう、と報告書は比嶮的に説明する（勺口『台画）。
以
上
の
こ
と
は
、
「
手
続
協
約
」
に
つ
い
て
も
妥
当
す
る
。
そ
れ
は
文
言
か
ら
し
て
当
事
者
が
法
的
に
強
行
す
る
と
い
う
意
思
を
示
し
て
お
ら
ず
、
も
し
法
的
に
強
行
で
き
る
よ
う
に
す
る
に
は
、
協
約
の
文
言
を
書
き
改
め
る
必
要
が
あ
る
。
手
続
協
約
に
関
す
る
委
員
会
の
調
査
（
六
一
～
六
四
）
で
は
、
例
え
ば
機
械
お
よ
び
建
築
産
業
の
協
約
に
は
紛
争
の
場
合
の
最
終
決
定
に
つ
い
て
定
め
が
見られないなど、紛争手続、法的意味での「平和（Ｃ８８）義務、または争議行為に訴えない（ロ。⑪ａ穴の．□。
」：六○日）義務」の意思を明示したものは少い（勺日さい）。
（１）この部分には四・シ・ロの、、委員やシ・国口且⑪『“らを中心とするオックスフォード学派の労使関係論の考え方が反映されて
い
る
よ
う
に
思
わ
れる。
1８
｢イギリス労働協約の法的拘束ﾌﾞﾉ」（２）
と
こ
こ
で
報
告
書
は
、
少
し
刀
向
を
転
じ
、
立
法
に
よ
っ
て
協
約
に
法
的
強
制
力
を
付
与
し
た
場
合
に
当
然
、
要
請
さ
れ
る
法
的
制
裁（の：２．コ）の問題をとりあげる。すなわち、非公認スト防止のために労働協約に契約としての効果を付与す
る案は、これに参加した労働組合または組合員に対する何らかの処罰を予定することになるが、そうなると、労
使関係に対する法の強制という、より広い側面からの問題に発展せざるを得ない。もちろん、労使関係において
も法的制裁が必要な場合はありうるが、非公認ストの抑制のために協約にもとづく制裁を用いることには疑問が
㈹報告書は続いて、非公式のストの頻発という「病弊」の根源（屡幻。。【・〔島の向く》一葛）は、職場交渉組織に、迅
速、明確、かつ効果的な紛争手続が欠けていることにあるとし、この欠陥が匡正されない限り、手続協約に法的
効果を付与する試みは失敗の外はない、として、団体交渉システムの改革こそが優先されるべきことを強調して
一
般
に
、
労
働
協
約
に
契
約
と
し
て
の
効
果
を
付
与
す
る
こ
と
は
、
直
ち
に
協
約
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
や
そ
の
組
合
員
に
対
する法的制裁を伴うわけではないが、報告謀は、委員会の調査や聴聞を通じて関係団体あるいは個人の意見の中
に
は
非
公
認
ス
ト
に
参
加
し
た
組
合
や
組
合
員
に
対
す
る
法
的
制
哉
を
支
持
す
る
も
の
が
か
な
り
あ
る
こ
と
を
把
握
し
て
い
た
こ
と
もあって、協約の契約としての効力の問題と法的制度の問題を相関的な問題としてとり上げたように思われる。
労働協約の「平和義務」義務違反に対する法的効果の問迦は、争議権の保池に関逃してどこの国においても労
働法学上、意見の対立するところである。とりわけ、他国と違って労働協約について一般的立法の定めがないば
か
り
で
な
く
、
協
約
の
履
行
に
関
す
る
当
事
者
間
の
訴
訟
を
窓
口
で
封
じ
て
い
る
イ
ギ
リ
ス
の
場
合
に
は
、
労
働
協
約
の
（
「
平
和
義務」）違反の争議行為だけについて法的措置を導入しようとする場合には、特に難しい法理論上の問題がある。
あ
る
と
す
る
。
いる（勺ロ『←『、）○
1９
そこで、報告書のこの部分（で口『一コ－ｓの）に関する説示は、すぐれて「法理論」的であり、専門外の人には
皿
解
し
難
い
。
ま
た
、
そ
れ
だ
け
に
、
委
員
会
の
中
で
も
相
当
議
論
が
あ
っ
た
よ
う
で
あ
り
、
報
告
啓
は
、
そ
の
こ
と
を
率
直
に
明
ら
か
に
し
つ
つ
も
、
委
員
会
（
多
数
意
見
）
と
し
て
は
、
立
法
に
よ
っ
て
法
的
制
裁
措
置
を
導
入
す
る
方
法
は
当
面
の
非
公
認
ス
ト
の対策としては肢優先的な手段（ロ同旨回目日の目②）とは認められない、という結論に達した。
㈹以上が、報告書の労働協約の法的の。〔・『８日の日の主張に反対する皿川である。報告譜は、「われわれの提案す
る
川
休
交
渉
改
革
の
効
果
は
、
非
公
認
ス
ト
を
消
滅
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
て
も
、
人
偏
に
減
少
さ
せ
る
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
は
や
が
て
法
的
制
裁
が
不
当
で
も
狐
樅
で
も
な
い
環
境
を
創
設
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
で
あ
ろ
う
。
何
故
な
ら
、
そ
の
時
点
で
は
、
紛
争
手
続
が
充
足
さ
れ
、
ま
た
川
尚
価
又
は
悪
意
に
よ
る
手
続
き
違
反
の
紛
争
に
対
す
る
法
的
処
刑
が
正
当
に
な
る
か
ら
で
あ
る
。
法
的
鯏
蛾
が
必
要
と
さ
れ
る
場
合
ｌ
そ
う
い
う
事
態
は
現
在
の
と
こ
ろ
予
測
で
き
芯
い
が
ｌ
に
も
、
そ
れ
は
そ
の
梛
皮
の
も
の
（
巳
迂
８
）
で
あ
る
べ
き
で
あ
り
、
ま
た
そ
の
し
細
み
は
、
例
外
的
な
ケ
ー
ス
に
応
じ
た
緊
急
措
悩
と
し
て
、
か
つ
労
使
の
当
取
者
および「労使委員会」旨Ｑ５ａ四一幻の一口［一・コの８日目⑭巴・ロに諮った後、適川されるべきである。右委員会は、問
題
を
弥
使
関
係
一
般
、
特
に
紛
争
手
続
の
改
革
を
進
め
る
と
い
う
見
地
に
立
っ
て
、
紛
争
手
続
協
約
の
収
行
に
関
す
る
立
炊
が
緊
急
に
必
要
と
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
き
、
ま
た
立
法
制
定
後
は
、
例
外
的
措
置
の
適
川
の
可
否
に
つ
き
一
雁
川
省
に
勧
告
す
る
椛
限
をもつべきだとしている。（Ｆ『Ｓｍ、）」という。
結
局
、
報
告
書
は
、
労
働
協
約
に
法
的
効
果
を
も
た
せ
る
新
立
法
の
提
案
に
対
し
て
は
、
「
現
時
点
に
お
い
て
は
」
有
効
と
は
思
わ
れ
ず
、
む
し
ろ
「
団
体
交
渉
シ
ス
テ
ム
の
改
革
」
が
優
先
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
し
、
法
的
制
奴
に
つ
い
て
も
、
将
来
に
お
い
て
その提案する労使関係の改球後に、それも必要簸小限で、かつぐ○一口目日旦な労使間の制度を「法が支援する」
（１）
と
い
う
性
絡
の
も
の
と
し
て
認
め
ら
れ
る
べ
き
だ
と
し
た
。
2０
川
多
数
意
見
に
対
す
る
反
対
意
見
⑥幻・ワｇ⑫》勺・］一・．穴委員の意見
報告書は、労働協約の立法化について手続協約に関する”８のロのおよび勺・］］○○【両委員の反対漣駆（要旨）のを付
記
し
て
い
る
。
彼
ら
は
、
手
続
条
項
の
作
成
に
つ
い
て
「
当
事
者
の
一
致
が
得
ら
れ
な
い
場
合
に
は
、
労
使
関
係
委
員
会
（
Ｉ
Ｒ
Ｃ
）
が
然
る
べ
き
諮
問
を
経
て
独
自
の
案
を
作
成
し
、
雇
用
省
が
こ
れ
を
省
令
と
し
て
公
布
す
べ
き
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
の
手
続
協
約
を
法
的
に
凧
行
し
う
る
も
の
と
し
な
い
限
り
、
そ
の
持
続
的
効
果
が
期
待
で
き
な
い
」
。
こ
の
手
続
協
約
が
あ
る
に
も
拘
ら
ず
、
被
川
者
が
予
告
な
し
に
非
公
認
ス
ト
に
参
加
し
就
労
を
拒
否
し
た
場
合
に
は
、
「
目
働
的
に
一
雁
川
関
係
を
破
棄
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
、
操
業
再
開
の
際
に
幻は『新規の彼川者としてⅣ雇川される」地位に世かれ、既往の就労によって得られるはずのすべての手当（ワ目の，
く汕穿⑭）について受給樅を失う制裁が科されるべきである」とする。（っ口『臼①）。
岬なお、両委員は、］・弓９日⑪。□委員とともに、労働組合または使川者団体が自らの規則に違反した場合、もしくは
、郷労働組合が壷録した労働協約に違反した場合には、ｌＲＣが盗録取消し権（但し盲目の日回］○・口『〔へ控訴権できる）
の約をもつべきだとする曰ｍｐｍ］の『委員の「補足迩鰹」に賛することを、三者連名の「補足意見」の中で述べてＬ塾・
協刎両委員の意見は、柵止口書による要約が簡単なために、多数意見にどこまで賛成し、どこに反対なのか、必ずしも川
ス確ではない。全体の趣旨からみてこういうことであろう。すなわち、労働協約一般について立法によりこれに強行性
リ拝を付与する》」とには、多数意見とともに反対であるが、協約の手続条項については、まづ当事者の、任意の履行にま
ｒ
っ
。
協
定
に
至
ら
な
い
場
合
に
は
、
ｌ
Ｒ
Ｃ
の
関
与
を
通
じ
て
、
当
事
者
に
そ
の
作
成
を
義
務
づ
け
、
そ
の
手
続
に
違
反
す
る
非
公
認
ス
（１）この部分には、水報告書の意見の中でも【：ロ，句『の目。のいう８－－の曰くのＦの一切のＣ謎‐「＆「のの色調が股も強く出ている。
2１
伽のロ・ロ、の丘委員の意見
報告書は末尾に「保留」（幻の⑫の『ぐ②［｝。。）としてのロ○．功の］Ｑ委員の意見を記している。同委員は、多数意見が（現
在
の
）
労
使
関
係
に
つ
い
て
提
案
し
た
改
革
諸
措
置
に
は
賛
成
す
る
と
し
つ
つ
も
、
そ
こ
に
「
恒
久
的
な
政
策
と
し
て
の
」
対
応
が
欠
け
ているとして、独自の案を提起し、幻ｇｏ風を文持する「保別」条件を付けた。この中には、立法による労伽協約の
法的拘束力化について、これを否定する（日Ｂロ）幻８．１の考え方を批判し、逆にこれを立法化する必要性を強調し
た
。
彼
は
、
保
守
党
を
初
め
と
す
る
、
問
麺
の
非
公
認
ス
ト
の
対
莱
と
し
て
、
協
約
立
法
の
制
定
と
法
的
制
成
を
も
っ
て
対
処
し
よ
う
と
す
る
（
、
。
□
・
ぐ
：
委
且
会
の
）
外
部
の
硬
派
の
声
を
報
告
杏
の
中
に
反
映
さ
せ
よ
う
と
企
側
し
て
い
た
。
そ
の
意
味
で
は
、
彼
の
意
見
は、明らかに報告書に対する「反対」意見であった。それは、次のように説く。
㈲
「
労
働
協
約
が
明
確
性
を
欠
く
理
由
の
一
つ
は
、
そ
れ
が
法
的
に
拘
束
力
あ
る
契
約
（
の
ロ
〔
Ｃ
Ｒ
Ｂ
ケ
ー
の
８
日
日
日
）
と
し
て
扱
わ
れ
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
報
告
弧
Ⅱ
が
明
ら
か
に
し
て
い
る
よ
う
に
、
現
在
行
わ
れ
て
い
る
労
働
協
約
は
、
法
的
に
瞼
行
さ
れ
る
こ
と
の
で
き
な
い
煎
類
の
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
私
が
こ
こ
に
提
案
す
る
改
正
法
が
制
定
さ
れ
た
あ
か
つ
き
に
は
、
そ
の
下
で
卜に対しては、参加した被川者に雁川上の不利樅という私的制奴を科すことによりその限りで法的に８｛・門の①：］のな
も
の
と
す
べ
き
だ
と
い
う
考
え
方
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
労
働
協
約
の
法
制
度
の
中
に
、
協
約
述
反
の
争
議
行
為
に
対
す
る
一
椰
の
強
制
仲
成制度を含ませるものとみられるが、つきつめると、の８．口、の一口委員の反対意見にかなり近づくように思われる。
（１）ｚ○希。〔Ｃ研いの。戸幻⑦ロ。『【』心。
（２）⑭ロロロ］のヨの。Ｂ『望ｚ○戸のロ垣ｒ○『□『ロゴ巴の国・幻のロ。『［⑬⑪い
（３）のロロローのヨ。。Ｂ『望Ｚ。（⑦ワＫＦＯ「口元○ヶのロ、・の】『○の『ぬの勺○二○、穴仰ロロシ【『・］○コ。曰。○日⑫○コ・幻のロ。『【い⑪『
2２
｢イギリス労(1)協約の法的拘束ﾉﾉ」（２）
新たに締結される労働協約は、このような欠陥を免れることができる（段）」。
。「労働協約は契約としての形式（［。『曰）に適しないという考え方は、いずれも説得的とは思われない。労働協
約
は
諸
外
凶
で
は
法
的
拘
束
力
を
も
つ
も
の
と
し
て
扱
わ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
こ
と
か
ら
特
段
の
文
隙
は
生
じ
て
い
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
協
約
締
結
の
両
当
事
者
が
、
そ
の
署
名
に
際
し
て
、
何
れ
の
側
も
そ
の
契
約
上
の
履
行
義
務
を
負
わ
な
い
旨
を
特
に
明
示
す
る
場合には、その意思に任せるべきである。しかし、そうでない限りは、協約は通常の約束（目Ｑの『臼五口、）とし
て
、
い
ず
れ
の
当
事
打
も
他
力
が
協
定
を
遵
守
し
な
い
こ
と
に
よ
っ
て
生
じ
た
損
害
に
対
し
法
的
救
済
の
論
求
が
で
き
る
性
格
を
も
っと考えるべきである（閾）」。
口
「
本
質
的
に
亜
要
な
こ
と
は
、
こ
れ
ま
で
の
イ
ギ
リ
ス
法
の
偏
見
を
除
去
す
る
こ
と
で
あ
る
。
法
的
に
強
行
さ
れ
う
る
契
約
上
の
我
扮
を
負
う
こ
と
が
労
働
糾
合
に
と
っ
て
斌
鮒
で
も
困
難
で
も
な
い
よ
う
に
す
る
砧
悩
を
進
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
労
使
が
そ
れ
を
通
常
の
こ
と
と
し
て
受
け
入
れ
ら
れ
る
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
（
患
）
」
。
側
「
こ
の
伝
統
的
な
偏
見
が
、
糾
合
役
貝
の
弥
働
協
約
に
対
す
る
こ
れ
ま
で
の
対
応
に
不
幸
な
彫
騨
を
与
え
て
き
た
。
彼
ら
の
多
く
は
、
協
約
を
自
分
た
ち
の
将
来
の
行
動
に
つ
い
て
の
約
束
と
は
考
え
ず
、
こ
れ
を
遂
行
す
る
こ
と
に
誇
り
の
気
持
ち
さ
え
も
た
な
か
っ
た
。
協
約
締
結
後
、
状
況
が
変
化
し
て
組
合
が
協
定
し
た
条
件
以
上
の
も
の
を
從
得
す
る
機
会
が
得
ら
れ
る
よ
う
な
場
合
に
は
、
彼
ら
は
こ
れ
を
優
先して、協約を無視する立場に立つことが当然と考えている。もちろん、協約に対する考え方は、
組
合
役
員
に
よ
っ
て
異
な
る
が
、
本
委
員
会
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
多
数
怠
見
は
、
先
進
産
業
諸
圃
と
は
巡
っ
て
、
労
働
協
約
が
、
予
定
さ
れ
た
合
意
を
下
回
る
状
況
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
組
合
側
に
何
ら
の
義
務
も
負
わ
せ
る
も
の
で
は
な
い
と
考
え
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
私
の
改
雛
案
は
、
少
な
く
と
も
交
渉
当
事
者
と
し
て
の
労
働
組
合
側
に
自
ら
の
態
度
を
よ
り
明
確
に
し
、
約
束
を
守
る
と
い
う
条
件
の
下
に
お
い
て
、
よ
り
有
利
な
労
働
条
件
を
礎
得
す
る
た
め
の
交
渉
を
行
う
と
い
う
刀
向
に
導
く
こ
と
で
あ
る
。
2３
何「私の提案が実現すれば、二つの結果が予想される。第一は、紛争手続の遵守に関して、労働組合に拘束力あ
る仲放を受け入れ易くして、州告汕Ⅱ［四（七］に示された目的の達成が容易になることである。第二は、経営者
側
の
協
約
内
容
に
つ
い
て
の
改
革
の
と
り
組
み
が
、
組
合
の
協
力
を
得
て
進
展
す
る
こ
と
で
あ
る
。
現
在
の
と
こ
ろ
、
使
川
者
が
、
雄
業
コ
ス
ト
を
引
下
げ
、
ま
た
は
鮒
人
当
た
り
化
瀧
仙
の
上
昇
を
め
ざ
し
、
新
た
な
作
業
方
法
Ｉ
そ
れ
な
く
し
て
は
新
機
械
の
導
入
の
コ
ス
ト
の
上
昇
を
贈
く
ｌ
を
孫
川
し
よ
う
と
し
て
も
、
そ
の
協
定
の
履
行
に
つ
い
て
糾
合
を
臓
噸
で
き
な
い
で
い
る
た
め
改
軌
が
進
展
し
て
い
な
い
。
正
脈
か
つ
信
緬
で
き
る
約
束
が
で
き
な
い
こ
と
か
ら
く
る
不
安
の
念
が
、
絲
済
成
災
の
ペ
ー
ス
を
引
下
げ
る
要
因
の
一
つ
と
な
っ
て
い
る
。
使
川
者
の
中
に
は
彼
ら
の
信
念
を
誤
解
し
て
い
る
者
も
あ
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
多
く
の
使
用
者
は
、
労
働
協
約
に
契
約
上
の
拘
束
力
が
与
え
ら
れ
れ
ば
、
作
業
刀
怯
の
変
更
に
側
す
る
交
渉
を
含
む
柵
造
改
峨
を
も
っ
と
早
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
硴
信
し
て
い
る
で
あ
ろ
う
。
も
っ
と
も
、
こ
の
こ
と
は
、
必
ず
し
も
使
川
者
が
、
一
部
の
組
合
員
に
よ
り
協
約
内
容
の
遂
行
を
拒
否
さ
れ
た
場
合
に
、
糾
合
か
ら
脳
害
賠
依
を
と
り
立
て
る
目
勘
的
な
椛
利
を
も
つ
の
を
望
ん
で
い
る
こ
と
を
意
味
し
な
い。この契約は、単に組合役員が協約内容を組合員に履行させるべく『妓善の努力」を尽くすことを意味するに
と
ど
ま
る
。
「
岐
紳
の
努
力
』
の
意
味
に
つ
い
て
は
、
そ
の
解
釈
に
見
解
の
杣
述
が
生
ず
る
こ
と
は
免
れ
な
い
に
し
て
も
、
明
確
か
つ
具
体
的
な
表
示
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
は
組
合
と
使
用
者
の
双
方
に
役
立
つ
で
あ
ろ
う
。
と
い
う
の
は
、
両
者
は
、
今
後
、
協
約
締
結
に
当
た
り
、
で
き
る
だ
け
明
確
な
川
語
を
他
川
す
る
こ
と
で
柧
互
に
了
解
し
て
い
る
こ
と
の
意
味
を
把
握
す
る
こ
と
が
で
きるであろうから（患）。」
㈹「私が、非公認ストの場合に、労働糾合が「岐藩の努力」をしたことの立証として参加組合員に対し除名の威
現状では、坐
ある（日）」。 労
働
組
合
の
側
に
何
事
に
つ
け
誠
実
な
約
束
を
さ
せ
よ
う
と
い
う
誘
因
が
働
か
な
い
。
従
っ
て
こ
れ
を
強
め
る
必
要
が
2イ
｢イギリス労伽協約の法的拘束力」（２）
㈹
「
私
の
提
案
す
る
改
革
の
主
た
る
目
的
は
、
拘
束
力
あ
る
労
働
協
約
を
締
結
す
る
と
い
う
恢
行
の
長
期
的
な
効
果
で
あ
る
。
協
約
に
お
け
る
自
ら
の
責
任
を
果
し
得
る
こ
と
を
約
束
で
き
る
労
働
組
合
は
、
そ
の
決
意
に
欠
け
る
組
合
よ
り
も
、
そ
の
組
合
員
の
た
め
に
仙
川
者
か
ら
よ
り
よ
い
交
渉
結
果
を
独
得
す
る
可
能
性
が
高
い
と
い
え
る
。
本
提
案
は
、
わ
が
国
の
産
業
は
、
こ
の
新
た
な
制
度
の
導
入
に
よ
り
締
結
し
た
契
約
上
の
義
務
の
遂
行
に
つ
い
て
の
積
極
的
支
持
さ
え
得
ら
れ
れ
ば
、
速
や
か
に
革
新
に
取
り
組
む
意
欲
に
光
ち
た
雇
主
が
存
在
す
る
と
い
う
私
の
信
念
を
前
提
と
し
て
い
る
。
拘
束
力
あ
る
協
約
は
、
一
定
の
川
間
を
経
た
後
、
こ
れ
を
受
入
れ
た
組
合
の
組
合
員
に
利
益
を
斉
ら
す
で
あ
ろ
う
。
そ
の
主
た
る
利
益
は
、
経
営
の
決
定
事
項
が
よ
り
広
い
範
囲
で
職
場
の
交
渉
耶
項
と
な
る
こ
と
で
あ
る
。
統
悩
者
は
、
そ
う
す
る
こ
と
の
利
益
が
安
定
し
た
労
使
関
係
の
下
に
お
い
て
得
ら
れ
る
変
革
計
画
へ
の
見通しさえあれば、労働協約の範囲を拡張する方向に進むであろう（さ）」。
ｗ
「
契
約
と
し
て
の
労
働
協
約
を
通
常
成
川
所
の
手
続
の
下
に
置
く
こ
と
は
妥
当
と
は
思
わ
れ
な
い
。
そ
の
哩
山
は
、
一
つ
に
は
、
紛
争
事
項
に
つ
い
て
の
決
定
が
速
や
か
に
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
こ
と
、
二
つ
に
は
、
決
定
の
判
定
者
に
は
労
使
関
係
に
つ
い
て
の
専
門
的
知
識
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
構
成
員
と
し
て
は
、
労
使
の
各
代
表
と
専
門
の
法
律
家
を
含
む
裁
判
官
が
望
ま
れ
る。そして、この機能を果すには、強制仲裁事項にまで責任をもつ特別審判所（豆目のａ四］ＣＣｐＨ芹）の設置が通
当である（凸）」。
し
を
加
え
た
こ
と
ま
で
求
め
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
を
指
摘
し
て
お
く
の
は
重
要
で
あ
る
。
そ
こ
ま
で
求
め
る
の
は
、
ク
ロ
ー
ズ
ド
シ
ョ
ッ
プ
を
も
つ
産
業
分
野
に
あ
っ
て
は
過
酷
な
処
罰
に
過
ぎ
る
か
ら
で
あ
る
。
組
合
側
は
、
単
に
シ
ョ
ッ
プ
ス
チ
ュ
ア
ー
ド
を
含
む
組
合
役
員
ら
が
共
謀
し
て
そ
の
権
限
を
侵
害
す
る
に
至
っ
た
も
の
で
は
な
か
っ
た
こ
と
の
立
証
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
ろうＳｃ）」。
のロ・ロ、の］Ｑ委員の労働協約に法的拘束力を付与すべきであるとする立法論は、（ョ巴口）宛８．１の中では否定
2５
（
五
）
労
働
党
政
府
の
「
新
労
使
関
係
法
案
」
と
そ
の
挫
折
川政府白書ココロｐ８ｏｍｍａ（の」
労働党政府（国・○口の（一の一雁川・生雌Ⅲ）は、一九六九年一月「剛争に代えて」（亘宅－９の。（の日庁）と題する白
薪）の中で、労使関係改革に関する新たな立法構想を発表した。この提案はドノヴァン報告書の考え方を基調とした
とはいえ、激化してゆく非公認ストに対する世論の反発や政治的仏雌を考噸して微妙な刀向転換を示している。とり
わ
け
、
組
合
間
の
紛
争
解
決
お
よ
び
労
働
協
約
の
手
続
条
項
に
違
反
し
、
労
使
協
議
を
尽
く
さ
な
い
ス
ト
ラ
イ
キ
に
対
す
る
（
調
停
を
目
的
と
す
る
）
中
止
命
令
の
椛
限
を
国
務
大
脳
に
付
与
し
、
命
令
に
応
じ
な
い
関
係
者
に
罰
金
の
制
蚊
を
科
す
と
い
う
政
莱
は
、
も
は
や
報
（３）
生口書の勧告からは遠く離れ、政府による介入主義の色彩を強く帯びるものであった。
（２）イギリスの労働法のテキスト（○口⑫のい：ロ冨日の１ｍ］の⑭）はいずれも□。。・く目冗８。且を重要な資料として扱っているが、
の９コ「一の一□の意見に触れたものはあまり見られない。
（１）ｚ２（
②○○、ｌ②○ｍ
さ
れ
、
留
保
意
見
と
し
て
報
告
さ
れ
た
に
と
ど
ま
っ
た
。
し
か
し
、
そ
れ
は
、
労
働
党
の
敗
北
に
よ
っ
て
多
数
意
見
身
が
陽
の
目
を
見る機会を失うや、今度は保守党の「労使関係法」案に理論的な根拠を提供し、続いて一九七一作法の中に実現
（２）
を
見
る
こ
と
に
な
っ
た
。
彼
の
意
見
は
、
労
働
法
に
関
す
る
モ
ノ
グ
ラ
ム
と
し
て
は
あ
ま
り
と
り
あ
げ
ら
れ
て
い
な
い
が
、
（
政
治
的
立
場
を
離
れ
て）法理論として見た場合、十分に説得性のある立法論と評することができ、その意味において、
イ
ギ
リ
ス
の
労
働
協
約
法
論
の
一
つ
と
し
て
位
置
づ
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
思
う
。
‐）ｚ・【。。【幻のいの『く“ご・貝、。』一門牙のシい「・・日の；ご牙・句・§・【０．．５；⑭炉ｌ②Ｐｑ“す。。「】・一口・幻８・『一℃ロ
2６
｢イギリスｿj[UMI約の法的拘束ﾉﾉ」（２）
○回⑫【」の雁川・雌雄性州は、議会における右法案の立法趣旨について、①当事者の自主的合意では解決することの
で
き
な
い
組
合
間
紛
争
の
解
決
機
術
の
設
世
、
②
規
約
述
反
の
（
目
８
コ
の
冒
目
。
□
巴
）
争
議
行
為
に
対
し
二
八
日
間
の
冷
川
川
間
を
設
ける、③すべての刀勘科に組合川人の樅利を与える、④仙川背にＱ幻の組合承認の勧告を受入れさせる、⑤述法争
議
参
加
に
よ
る
失
業
手
当
の
資
格
剥
奪
の
要
件
を
緩
和
す
る
、
と
説
明
し
た
。
②百口口のａロー幻①一日一○口囚」一
一
九
六
九
年
四
月
、
三
房
○
コ
行
相
は
、
片
や
、
労
働
党
内
の
自
己
の
地
位
を
補
強
す
る
必
要
、
片
や
「
ゲ
リ
ラ
」
ス
ト
と
ま
で
呼
ば
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
非
公
認
ス
ト
に
対
す
る
、
次
第
に
高
ま
り
つ
つ
あ
る
立
法
へ
の
期
待
、
と
い
っ
た
ジ
レ
ン
マ
的
状
況
の
中
で
、
「
暫
定
的
な
」
労
使
関
係
法
を
制
定
す
る
と
い
う
窺
余
の
政
策
を
と
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
白
書
の
中
の
、
当
面
の
争
議
沈
節
化
に
必
要
な
対
策
に限定した部分を「の可・『こ且５【１臼一四一一」としてとりあえず議会で通過させ、残りの大分は「Ｐｏｐ的囚］」として
然るべき時期に立法化することとした。「のゴ・『（囚巳の内容は、ドノヴァン報告書が「状況が必須とする時期に」、
「
必
要
妓
小
限
度
の
」
強
制
立
法
と
し
て
認
め
る
こ
と
と
し
て
い
た
も
の
を
、
政
府
は
、
今
現
在
が
そ
の
「
必
弧
の
時
期
」
だ
と
判
断
し
たのであった。
（１）胃口や一切、の。【の【ユ〔魚鈩勺○一】。『「。「『。。こい（ユ画一宛の］口邑○口⑫。○ヨロロ。⑭②⑪⑪
（２）この間の政治的葛藤については、で①［の『］の口六一コの》弓ゴのロ句己の。〔Ｃｇ－ヨコ的の〔『の①〆』の『◎によく錨かれている。
（３）この白枇Ⅱの発表後、Ｃｏｐｏく：幻８．『（の政雄とを対比させて論じたコメントとして幻・◎・の｝ヨロ８コ・幻８。『［⑫。〔○・ヨョ員，
【のの⑫．菖・Ｆ・幻ごｏ一・②⑬．Ｂ８参照。
2７
Ｉ
ｆ
ｆ
政
府
は
Ｔ
Ｕ
Ｃ
と
折
衝
を
亜
ね
る
毎
に
、
次
第
に
「
後
退
」
し
、
岐
後
に
法
案
か
ら
罰
Ⅲ
条
項
を
全
而
削
除
し
た
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
労働党は一九七○年六月の総選挙において国・餌８［。の保守党に破れ、白書「闘争に代えて」と法案（の。。『【四一」．
Ｆ・月四一一）に盤り込んだいずれの政簸柵旭も陽の目を兄ない結果に終った。
そ
し
て
代
わ
っ
て
寵
場
し
た
の
は
、
か
っ
て
、
保
守
党
が
同
日
「
Ｏ
Ｂ
］
ｇ
ゴ
・
『
丙
の
巾
で
主
張
し
て
い
た
法
案
を
土
台
と
し
、
ド
ノ
ヴ
ァ
ン
報
告
書
の
中
の
（
政
治
的
に
）
「
祁
合
の
よ
い
」
部
分
だ
け
を
と
り
入
れ
た
一
九
七
一
年
「
労
使
関
係
状
案
」
で
あ
っ
た
。
そ
こ
で
は
、
立
法
に
よ
る
労
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
付
与
に
つ
い
て
は
、
「
世
論
が
こ
れ
を
支
持
し
て
い
る
」
と
の
判
断
に
立
ち
、
報
告
書
の
「多数」意見ではなく、のす。ｐ爵］Ｑ委員の「反対」意見を採択して、その立法化に踏み切ったのである。
佃
弓
ご
○
の
反
発
と
行
動
綱
価
政
府
案
の
①
と
②
は
、
違
反
し
た
組
合
ま
た
は
組
合
員
に
対
し
罰
則
の
制
裁
を
伴
う
も
の
で
あ
っ
た
た
め
、
ヨ
ロ
○
側
の
大
き
な
反
発
を招いた。六九年九月日ロ○は、「労使関係ｌ行動綱価」（旨目⑭〔『莅］幻の一目・ロ・勺『。、『口日日の〔。【シｎ斤｝。。）と麺する
文評を発表して、細く、間の紛争または規約述反の争議行為の解決は、法による処罰（ｂｇｐ］。］口Ｐ⑫の⑰）によらず、
弓ＣＯ自らの手で解決すべきことを亘一一一一口し、この方針は組合の臨時大会で圧倒的多数により承認された。罰則の点で
政
府
と
組
合
側
は
全
而
的
対
決
の
状
況
に
立
至
っ
た
の
で
あ
る
。
㈹
小
拓労働
協
約
に
は
法
的
拘
束
力
が
認
め
ら
れ
な
い
、
と
し
て
使
用
者
側
か
ら
の
ス
ト
ラ
イ
キ
差
止
命
令
の
請
求
を
棄
却
し
た
一
九
六
九
年
の
フ
ォ
ー
ド
判
決
は
、
こ
の
労
使
紛
争
の
そ
も
そ
も
の
発
生
原
因
で
あ
る
非
公
認
ス
ト
が
、
イ
ギ
リ
ス
の
労
働
迎
勅
史
の
中
で
姪
へ
-1：
１０
2８
｢イギリスツj伽協約の法的拘束力」（２）
も
ピ
ー
ク
に
達
し
つ
つ
あ
っ
た
六
○
年
代
末
の
不
安
定
な
労
使
関
係
の
只
中
に
生
れ
た
。
そ
し
て
労
使
関
係
の
問
題
が
、
労
働
党
と
保
守
党
間
の
大
き
な
政
争
と
な
り
、
こ
れ
に
対
す
る
立
法
捲
世
が
政
権
の
座
を
左
右
す
る
ま
で
に
至
っ
て
、
労
働
党
は
王
立
（ｏｏｐｏぐ目）委員会を設世して、診断と治旅の背写真の作成を託した。労働協約の立法Ⅲ題について、この委員
会
が
立
法
措
避
に
よ
る
法
的
拘
束
力
の
付
与
に
反
対
す
る
（
多
数
）
意
見
を
公
表
し
た
の
は
、
フ
ォ
ー
ド
判
決
の
前
年
で
あ
る
一
九
六八年であり、それはフォード判決の結論に大きく彫響した。
こ
う
し
て
現
行
法
の
規
定
、
こ
れ
に
対
す
る
司
法
（
裁
判
所
）
の
判
断
、
王
立
委
員
会
と
い
う
準
行
政
機
関
の
意
見
が
、
い
ず
れ
も
刀
働
協
約
の
法
的
拘
束
力
を
め
ぐ
る
新
た
な
立
法
機
慨
に
対
す
る
椚
極
的
見
解
を
表
明
し
た
の
を
受
け
て
、
労
働
党
は
、
原
則
的
に
こ
れ
を
支
持
す
る
立
場
を
装
い
つ
つ
、
政
治
判
断
と
し
て
「
反
ス
ト
ラ
イ
キ
立
法
を
望
む
世
論
」
を
汲
み
、
「
協
約
の
手
続
協
定
に
違
反
す
る
」
ス
ト
ラ
イ
キ
に
対
す
る
強
制
調
停
と
処
罰
を
含
む
立
法
案
を
提
示
し
た
。
し
か
し
、
そ
れ
は
Ｔ
Ｕ
Ｃ
の
強
硬
な
反
対
の
前
に
挫
折
し
た
。
そ
の
結
果
、
政
権
を
拾
っ
た
保
守
党
が
、
逆
に
、
労
働
協
約
に
法
的
拘
束
力
を
付
与
す
る
新
労
使
関
係
法
を
成
立
さ
せ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
以
上
が
本
章
ま
で
に
扱
っ
た
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
労
働
協
約
「
立
法
」
の
経
過
で
あ
る
。
回
顧
す
れ
ば
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
け
る
労
働
協
約
と
法
の
関
係
は
、
十
九
世
紀
の
七
○
年
代
に
消
極
的
な
団
結
権
を
含
む
労
働
組
合
法が「（労働協約を含む）【ＢＱの昌一・口間の紛争を奴判所による解決から排除する」ことを定めた時に始まる。
こ
の
立
法
政
策
は
、
団
体
交
渉
や
労
働
協
約
に
対
す
る
国
家
の
過
度
の
介
入
を
防
ぐ
と
い
う
意
味
で
は
大
き
な
機
能
を
果
し
た
が
、
市
民
法
理
に
な
じ
み
に
く
い
労
働
協
約
制
度
を
普
及
さ
せ
る
た
め
の
、
他
の
図
で
は
瞥
遍
的
で
あ
っ
た
労
働
協
約
の
私
法
的
効
果
の
発
展
を
阻
害
す
る
結
果
を
産
ん
だ
。
イ
ギ
リ
ス
の
法
曹
お
よ
び
労
働
迎
動
に
お
い
て
、
こ
の
問
題
が
ほ
と
ん
ど
一
世
紀
に
も
わ
た
り
、
さ
し
て
重
要
視
さ
れ
な
か
っ
た
の
は
、
要
す
る
に
イ
ギ
リ
ス
の
刀
仙
関
係
が
法
や
国
家
の
介
入
を
必
要
と
し
な
い
ほ
ど
に
自
主
的
解
決
の
能
力
と
余
裕
を
も
っ
て
い
た
と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。
そ
の
基
盤
が
崩
れ
始
め
た
の
が
一
九
六
○
年
代
で
あ
る
。
労
使
関
係
に
2９
多
数
意
見
が
立
法
化
に
反
対
す
る
理
論
的
根
拠
は
、
第
一
に
労
働
協
約
の
当
鞭
者
で
あ
る
労
使
が
一
般
的
に
契
約
と
し
て
の
奴
判
所
に
よ
る
解
決
を
望
ん
で
い
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
第
二
に
、
当
而
の
対
策
と
し
て
は
、
ま
ず
労
使
関
係
１
Ｍ
体
交
渉
シ
ス
テ
ムの縦備が急務であり、それを階いて労働協約の法的効果に手をつけるのは早尚で有効でないということである。
第
一
の
皿
山
が
協
約
の
本
圃
に
か
か
わ
る
扶
皿
論
上
の
も
の
で
あ
る
の
に
対
し
、
第
二
の
皿
山
は
弥
仙
関
係
の
紺
織
に
対
す
る
い
わ
ば「社会学的」診断であって、両者の主張にはかみ合わないと思われる部分もあるし、いずれも当面の非公認ス
トの「跳梁」や「イギリス病」に耐を悩ましている人々には、問蹄的で分かり難く、（少なくとも「反刎厳見」
よりは）、説得的でなかったように思える。
報告書自体は、より抜本的措置を含む立法を期待していたと思えるジャーナリズム（『冒回８コ・目⑪（）が報
ド
ノ
ヴ
ァ
ン
報
告
書
は
、
そ
の
性
格
上
、
労
働
協
約
を
め
ぐ
る
法
的
問
題
の
す
べ
て
を
扱
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
主
と
し
て
労働協約（の手続条項）に契約としての法的効果を持たせることの当否を問題とした。とりわけ、委員会が念頭
に
粧
い
た
の
は
、
非
公
認
な
い
し
組
合
（
中
央
部
）
の
統
制
を
外
れ
た
争
議
行
為
へ
の
対
応
策
で
あ
り
、
考
察
の
対
象
を
そ
の
よ
う
に限定せざるを得なかった。委員会は多数意見の結論として、政策的判断としては、「目下のところ」「非公認ス
ト
に
対
す
る
（
処
罰
を
作
な
う
）
立
法
政
策
と
し
て
」
、
労
働
協
約
に
法
的
強
行
性
を
付
与
す
る
ま
で
の
緊
急
性
は
な
い
と
考
え
た 、、
関
す
る
王
立
委
員
会
が
一
世
紀
ぶ
り
に
設
立
さ
れ
た
の
も
そ
れ
を
示
し
て
い
る
。
こ
の
委
員
会
は
、
こ
の
政
治
的
混
乱
川
に
、
政
簸
、
、
、
、
、
、
、
的Ⅶ断としての打働協約の立法問題ととり細む》」とになったのである。報上、轡は、委貝の「全員一致の」納論を
提
示
し
た
が
、
災
質
は
多
数
意
見
と
少
数
（
反
対
）
意
見
か
ら
成
っ
て
い
る
。
本
稿
で
は
、
両
者
間
の
考
え
刀
の
相
巡
に
飯
点
を
世
のである。
い
た
◎
3０
｢イギリス労働協約の法的拘束力」（２）
告
書
の
発
表
直
後
に
冷
や
や
か
に
評
し
た
よ
う
に
、
「
じ
き
に
忘
れ
去
ら
れ
る
」
運
命
に
あ
っ
た
。
し
か
し
、
ド
ノ
ヴ
ァ
ン
報
告
書
は、その付記する補足意見・資料、および四三の○から発行された証一一一一口録（旨ロ日①⑫。（向く】Ｑの。８）幻のの８『８
つ
§
の
『
（
一
～
十
一
）
と
と
も
に
、
当
時
の
労
働
立
法
政
策
の
動
向
や
関
与
し
た
政
界
、
労
働
界
な
ど
の
多
く
の
人
々
の
考
え
方
や
対
応
の
仕
方
を
知
る
う
え
で
き
わ
め
て
貴
重
な
も
の
で
あ
り
、
そ
の
資
料
価
値
は
、
今
日
ま
で
の
約
三
○
年
の
間
に
刊
行
さ
れ
た
多
く
の
学
術
論
文
等
に
よ
り
高
く
評
価
さ
れ
て
き
た
。
労
働
協
約
の
問
題
に
つ
い
て
も
、
そ
の
考
え
方
の
基
本
的
差
異
が
、
そ
の
後
の
政
争
を
経
て
現
在
ま
で
持
ち
込
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
意
味
に
お
い
て
も
、
報
告
書
は
常
に
新
た
な
歴
史
文
書
で
あ
り
続
け
る
で
あ
る
・つ。
3１
